豊予海峡交流圏交流促進補助金交付要綱
（目的）
第１条　豊予海峡ルート推進協議会代表理事（以下「代表理事」という。）は、広島県、　山口県、愛媛県、高知県、福岡県、大分県及び宮崎県の区域からなる豊予海峡交流圏域
　（以下「圏域」という。）内で、経済、文化、スポーツ、観光など様々な分野の各種団
 体等が取り組む交流事業に係る経費を、豊予海峡ルート推進協議会の予算の範囲内において助成することにより、豊予海峡ルートの実現に向けた地域間交流を促進する。
（対象となる団体）
第２条　補助金の交付の対象となる団体等は、圏域内において活動を行うものであって、　代表理事が地域間交流の促進に資すると認めるものとする。
（対象となる事業）
第３条　補助金の交付の対象となる事業は、前条の団体等が実施する地域交流の促進につ　ながる事業であって、代表理事が地域間交流の促進に資すると認めるものとする。
（補助金額）
第４条　補助金額は、対象事業の実施に係る経費（以下「補助対象経費」という。）に４　分の３を乗じた額を交付する。ただし、４００千円（代表理事が地域間交流の促進に対　する効果等に照らし特別の事情があると認めるときは６００千円）を限度とする。
２　前項の補助対象経費の範囲は別表のとおりとする。
３　補助金の最初の交付の年から３年を超える事業については、補助の廃止、減額その他
　の見直しを求めるものとする。
（補助金の交付申請）
第５条　補助金の交付を申請しようとする者は、補助金交付申請書（別記様式第１号）に　次に掲げる書類を添付して、当該年度の対象となる事業実施の前日までに代表理事に提　出しなければならない。
　(1)事業実施計画書（別記様式第２号）
　(2)収支予算書（別記様式第３号）
　(3)前２号に掲げるもののほか、代表理事が必要と認める書類
（補助金の交付決定）
第６条　代表理事は、前条の規定により補助金の交付の申請があったときは、当該申請に　係る書類を審査し、補助金の交付の決定をすべきものと認めたときは、その決定の内容　及びこれに付した条件を、当該補助金の交付の申請をした者に対し､補助金交付決定通
　知書により通知するものとする。
（変更の承認）
第７条　補助金の交付の決定を受けた者（以下「事業者」という。）は、代表理事が前条　の規定により交付決定をした事業（以下「補助事業」という。）について、次の各号の　いずれかに該当する変更をしようとするときは、事業変更承認申請書（別記様式第４　　号）に代表理事が必要と認める書類を添付して、代表理事に提出し承認を受けなければ　ならない。
　(1)補助事業の内容の変更をしようとするとき
　(2)配分した経費の区分ごとの事業費の２０％を超える変更をしようとするとき
（実績の報告）
第８条　事業者は、補助事業が完了したときは、事業実績報告書（別記様式第５号）に次　に掲げる書類を添付して、代表理事に報告をしなければならない。
　(1)事業実施報告書（別記様式第６号）
　(2)収支決算書（別記様式第７号）
　(3)前号に掲げるもののほか代表理事が必要と認める書類
２　前項の報告は、補助事業の完了の日から起算して３０日を経過した日又は補助金の交　付の決定のあった日の属する年度（第１５条において「事業年度」という。）の３月
３１日のいずれか早い期日までにしなければならない。
（補助金の確定）
第９条　代表理事は、実績の報告があった場合に、交付決定の内容及びこれに付した条件　に適合するものであるかどうかを審査し、適合するものと認めたときは、交付すべき補　助金の額を確定し、当該事業者に通知するものとする。
（補助金の請求）
第１０条　事業者は、前条の通知を受けたときは、補助金交付請求書（別記様式第８号）　を代表理事に提出することができる。
（補助金の精算払）
第１１条　代表理事は、前条の補助金交付請求書の提出があった日以降に、補助金を支払　うものとする。
（補助金の概算払）
第１２条　代表理事は、前２条の規定にかかわらず、補助事業の実施上必要と認めたとき　は、補助金の一部又は全部を概算払することがある。
２　事業者は、概算払の交付を受けようとするときは、補助金概算払請求書（別記様式第　９号）に代表理事が必要と認める書類を添付して、代表理事に提出しなければならない。
（交付の決定の取消し）
第１３条　代表理事は、事業者が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、補助金　の交付の決定の全部又は一部を取り消すことがある。
　(1)偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき
　(2)補助事業の目的を達成し得なかったとき
　(3)法令、補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に違反したとき
（補助金の返還）
第１４条　代表理事は、補助金の交付の決定を取消した場合において、補助事業の当該取　消しに係る部分に関し、既に補助金が交付されているときは、期限を定めて当該補助金　を返還させるものとする。
（書類の保存）
第１５条　補助金の交付を受けた者は、補助金の経理に係る証拠書類を事業年度の終了後　５年間保存しておくものとする。
　　附　則
　この要綱は、平成１４年１月２４日から施行する。
　　附　則
　この要綱は、平成１６年５月２５日から施行する。
附　則
　この要綱は、平成１７年６月１６日から施行する。
　　附　則
　この要綱は、平成１９年８月２７日から施行する。
　　附　則
　この要綱は、平成２０年６月３０日から施行する。
別　表

	補助対象経費の範囲
	会場使用料
謝金
講師等旅費
申請者の構成員旅費（補助金の申請団体が住所を置く県以外の県において開催されるイベントであって、当該イベントの開催県に住所を置く他の団体が主催、共催又は後援するものへの参加に要する旅費に限る。）
印刷製本費
広告宣伝費
資材運搬料
デザイン委託料
ホームページ製作委託料
ＰＲ用品作成に係る経費
記録用写真現像経費
事務用文具購入費
通信運搬費
その他代表理事が地域間交流の促進に資すると認めるもの


様式第１号（第５条関係）
豊予海峡交流圏交流促進補助金交付申請書
第　　　　　号　
　　年　　月　　日　
　豊予海峡ルート推進協議会
　代表理事　　　　　　　　　様
（申請者）　　　　　　　　　　　印　　　　
  豊予海峡交流圏交流促進事業を、下記のとおり実施したいので、豊予海峡交流圏交流促進補助金交付要綱第５条の規定により、補助金　　　　　　　　円を交付されるよう関係書類を添えて申請します。
記
　１　事業実施計画書
　　　　別記様式第２号のとおり
　２　収支予算書
　　　　別記様式第３号のとおり
　３　その他特記事項（ある場合）
様式第２号（第５条関係）
事 業 実 施 計 画 書

	事　　業　　名
	

	申請者
	団　　　体　　　名
	

	
	代表者の役職及び氏名
	役職
	
	氏名
	

	
	担当者の役職及び氏名
	役職
	
	氏名
	

	
	連絡先の住所、電話
番号等
	住　　所
	〒　　　－

	
	
	電話番号
	（　　　　　　）　　　　－

	
	
	ＦＡＸ
	（　　　　　　）　　　　－

	
	
	e-mail
	

	事業の目的及び概要
	

	地域間交流の促進に対する効果         （見込み）
※可能な場合には数値等を用いるなど、できるだけ具体的に記        載すること。
	

	補助事業実施後の展開（予定）

※例えば、「次年度以降は自己資金により活動を継続予定」等と記載。
	

	事業のスケジュール
	着手予定時期
	　　　年　　　月　　　日

	
	完了予定時期
	　　　年　　　月　　　日

	事業費
	総 　事 　業　 費
	                       　円

	
	補助対象経費の額
	（                       円）

	
	補助対象経費の４分の３の額
	（                       円）

	
	補助金交付申請額
	（                       円）

	
	自己資金の額
	（                       円）


（添付書類）
１．補助対象経費に係る見積書
２．その他補助金の交付に関して参考となる書類

様式第３号（第５条関係）
 eq \o\ad(収支予算書,　　　　　　　　　　　　　　)
	
	 eq \o\ad(項目,　　　　　　　　　　)
	 eq \o\ad(予算額,　　　　　　　　　　)
	 eq \o\ad(備考,　　　　　　　)

	収

入
	
	円　
	

	
	計
	円　
	

	支

出
	
	円　
	

	
	計
	円　
	


（備考）支出の各項目のうち、補助対象経費に該当するものには備考欄に○を記載すること。

様式第４号（第７条関係）
豊予海峡交流圏交流促進事業変更承認申請書
第　　　　　号　
　　　年　　月　　日　
　豊予海峡ルート推進協議会
　代表理事　　　　　　　　　様
（申請者）　　　　　　　　　　　印　　　　
  　　年　　月　　日付け豊予推協第　　　号で、補助金交付決定の通知があった豊予海峡交流圏交流促進事業を、下記のとおり変更したいので、豊予海峡交流圏交流促進補助金交付要綱第７条の規定により、その承認を申請します。
記
　１　変更の理由
　２　変更の内容
　３　変更収支予算書
　　　　　（収支予算書を修正）
　４　その他

様式第５号（第８条関係）
豊予海峡交流圏交流促進事業実績報告書
第　　　　　号　
　　年　　月　　日　
　豊予海峡ルート推進協議会
　代表理事　　　　　　　　　様　
（申請者）　　　　　　　　　　　印　　　　
  　　年　　月　　日付け豊予推協第　　　号で、補助金交付決定の通知があった事業の実績について、豊予海峡交流圏交流促進補助金交付要綱第８条の規定により、関係書類を添えて報告します。
                                  記
　１　事業実績報告書
         別記様式第６号のとおり
　２　収支決算書
         別記様式第７号のとおり
　３　特記事項（ある場合）　
様式第６号（第８条関係）
 eq \o\ad(事業実績報告書,　　　　　　　　　　　　　　　)
	事　　業　　名
	

	補

助
対

象
事

業

者
	団　　　体　　　名
	

	
	代表者の役職及び氏名
	役職
	
	氏名
	

	
	担当者の役職及び氏名
	役職
	
	氏名
	

	
	連絡先の住所、電話
番号等
	住　　所
	〒　　　－

	
	
	電話番号
	（　　　　　　）　　　　－

	
	
	ＦＡＸ
	（　　　　　　）　　　　－

	
	
	e-mail
	

	事業の目的及び概要
	

	地域間交流の促進に対する効果
※可能な場合には数値等を用いるなど、できるだけ具体的に記        載すること。
	

	補助事業実施後の展開（予定）
※例えば、「次年度以降は自己資金により活動を継続予定」等と記載。
	

	事業のスケジュール
	着手時期
	　　　年　　　月　　　日

	
	完了時期
	　　　年　　　月　　　日

	事業費
	 総 　事 　業　 費
	                         円

	
	補助対象経費の額
	（                       円）

	
	補助対象経費の４分の３の額
	（                       円）

	
	補助金交付決定額
	（                       円）

	
	自己資金の額
	（                       円）


（添付書類）
１．補助対象経費に係る領収書
２．その他補助金の交付に関して参考となる書類
様式第７号（第８条関係）
 eq \o\ad(収支決算書,　　　　　　　　　　　　　　)
	
	 eq \o\ad(項目,　　　　　　　　　　)
	 eq \o\ad(決算額,　　　　　　　　　　)
	 eq \o\ad(備考,　　　　　　　)

	収

入
	
	円　
	

	
	計
	円　
	

	支

出
	
	円　
	

	
	計
	円　
	


（備考）支出の各項目のうち、補助対象経費に該当するものには備考欄に○を記載すること。

様式第８号（第１０条関係）
豊予海峡交流圏交流促進補助金交付請求書
第　　　　　号　
　　年　　月　　日　
　豊予海峡ルート推進協議会
　代表理事　　　　　　　　　様　
（申請者）　　　　　　　　　　　印　　　　
　　　年　　月　　日付け豊予推協第　　　　号で、補助金交付決定の通知があった豊予海峡交流圏交流促進補助金について、豊予海峡交流圏交流促進補助金交付要綱第１０条の規定により、下記のとおり請求します。
記
　  　請求額 　　               　　　   円也
              内　訳    交付決定通知額　　　　　　　　　　　 円也
                        概算払受領済額              　　　　 円也
                         eq \o\ad(今回請求額,　　　　　　　)                   　　円也
〔振込先口座〕　口座名義人：
金融機関名：
本支店名：
口座種別： 　普通　・　当座
口座番号：

様式第９号（第１２条関係）
豊予海峡交流圏交流促進補助金概算払請求書
第　　　　　号　
　　年　　月　　日　
　豊予海峡ルート推進協議会
　代表理事　　　　　　　　　様
（申請者）　　　　　　　　　　　印　　　　
　　　年　　月　　日付け豊予推協第　　　　号で、補助金交付決定の通知があった豊予海峡交流圏交流促進補助金について、豊予海峡交流圏交流促進補助金交付要綱第１２条の規定により、下記のとおり請求します。
記
　  　請求額 　　               　　　   円也
              内　訳    交付決定通知額　　　　　　　　　　　 円也
                        概算払受領済額              　　　　 円也
                         eq \o\ad(今回請求額,　　　　　　　)                   　　円也
                         eq \o\ad(残額,　　　　　　　)                       円也
〔振込先口座〕　口座名義人：
金融機関名：
本支店名：
口座種別： 　普通　・　当座
口座番号：

